
平成 29年 12月 27日 

各  位 
会 社 名 株 式 会 社 ス ク ロ ー ル  

代 表 者 名  代 表 取 締 役 会 長 堀 田  守  

（ コ ー ド ： ８ ０ ０ ５ 、 東 証 第 １ 部 ） 

問 合 せ 先  執行役員経営統括部長 杉 本 泰 宣  

（ＴＥＬ ０５３－４６４－１１１４）  

 

株式会社トラベックスツアーズの株式取得（子会社化）に関するお知らせ 

 

当社は、平成29年 12月27日開催の取締役会において、以下のとおり、株式会社トラベックスツアー

ズの株式を取得し、子会社化することについて決議しましたので、お知らせいたします。 

 

記 

１．株式取得の理由   

当社スクロールは、アパレル・ファッション雑貨、化粧品等の組織会員向け通販事業を展開してお

ります。昨今の“モノ消費”から“コト消費”への消費の変化に対応し、当社の通販事業のさらなる

拡大を目指すため、「サービス事業」をテーマとして掲げ、通販事業のお客様への新たな価値提供に挑

戦してまいります。 

株式会社トラベックスツアーズは、自社で旅行の企画販売を行うことのできる旅行企画・実施機能

を有し、日帰り観光バスツアー、スキーツアー、訪日外国人向けバスツアーなどの“コト消費”事業

を展開しており、当社の新たな事業テーマと合致するため、今般、株式取得（子会社化）するに至り

ました。 

本株式取得にあたり、ターゲットをシニア層に定め、当社グループの通販事業が持つ市場および販

売促進ノウハウを活用することで、さらなる当社グループの成長拡大が図られ、グループ全体として

シナジー効果が得られるものと考えております。 

 

２．異動する子会社の概要 

（１）名 称 株式会社トラベックスツアーズ 

（２）所 在 地 東京都新宿区百人町二丁目1番 12号 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役 江口大治 

（４）事 業 内 容  日帰り観光バスツアー、スキーツアー、訪日外国人向けバスツアー

などを中心とした旅行企画・実施 

（５）資 本 金 10,000千円 

（６）設 立 年 月 日  平成 14年 9月 2日 

（７）大株主及び持株比率 江口大治80.0% 

土屋啓一10.0% 

三上大輔10.0% 

（８）当 社 と の 関 係 当社と当該会社との間には、記載すべき資本関係、人的関係及び取

引関係はありません。 

（９）当該会社の最近３期の経営成績及び財政状態 

決 算 期 平成 27年 6月期 平成 28年 6月期 平成 29年 6月期 

純 資 産 25,286千円 25,408千円 29,511千円 

総 資 産 159,893千円 145,000千円 165,297千円 

１ 株 当 た り 純 資 産 25,286円 25,408円 29,511円 

売 上 高 1,216,576千円 1,187,075千円 1,249,751千円 

営 業 利 益 ▲4,461千円 ▲21,681千円 592千円 



経 常 利 益 1,087千円 206千円 3,646千円 

当 期 純 利 益 726千円 122千円 4,103千円 

１株当たり当期純利益 726円 122円 4,103円 

１ 株 当 た り 配 当 金 0円 0円 0円 

 

３．株式取得の相手先の概要 

（１）氏 名 江口大治  

（２）住 所 東京都三鷹市 

（３）上場会社と当該個人の関係 当社と当該個人との間には、記載すべき資本関係、人的関係及び

取引関係はありません。 

 

（１）氏 名 土屋啓一  

（２）住 所 埼玉県川口市 

（３）上場会社と当該個人の関係 当社と当該個人との間には、記載すべき資本関係、人的関係及び

取引関係はありません。 

 

（１）氏 名 三上大輔 

（２）住 所 千葉県市川市 

（３）上場会社と当該個人の関係 当社と当該個人との間には、記載すべき資本関係、人的関係及び

取引関係はありません。 

 

４．取得株式数および取得前後の所有株式の状況 

（１）異動前の所有株式数 0株（議決権所有割合：0％） 

（２）取 得 株 式 数  1,000株 

（３）異動後の所有株式数 1,000株（議決権所有割合：100％） 

  なお、取得価額につきましては非開示とさせていただきますが、当社とトラベックスツアーズ社との交渉の過程に 

おいて適切なデューディリジェンスを実施し、妥当な金額を算出して決定いたしました。 

 

５．日 程 

（１）取締役会決議日  平成 29年 12月 27日 

（２）契 約 締 結 日  平成 29年 12月 27日 

（３）株式譲渡実行日  平成 30年 1月 31日（予定） 

 

６．今後の見通し 

当社の平成30年 3月期の連結業績に対する影響につきましては軽微であります。 

                                          以 上 


